
【参考】起債許可状況（「起債関係文書」昭和４０年度～昭和４５年度） 
（単位：千円） 

 起 債 許 可 事 業 名 起債許可額 償還期限等 総事業費 
S40 北野小学校改築工事 １０.０００ ２５年 ０．０６５ ２８.７６６ 

義務教育施設整備事業債（校地買収） 
（向原小･紅梅小･前野小･弥生小･向原中） 

２３７.０００  ７年 ０.０７３ 

 

２３８.５６３ S41 

 

 児童遊園整備事業債（敷地買収） 
（小茂根地区･徳丸地区） 

４０.０００ ７年 ０.０７３ ６１.３７６ 

大山小学校用地取得事業債 ６５.０００ ７年 ０.０７３ ６５.４４８ S42 

大谷口･本町地内児童遊園用地取得事業債 ９０.０００ ７年 ０.０７３ １１８.３５８

大谷口北町･若木町地内児童遊園用地取得

事業債 

４０.０００ ７年 ０.０７３ ６３.１２３ S43 

義務教育施設整備事業 
（上板橋第一中騒音校舎改修工事） 

９.０００ ２５年 ０．０６５ １８.３４９ 

公共用地先行取得事業債 
（若木小分校[仮称]） 

４５０.０００ ７年 ０.０７３ ４８４.０００ S44 

公園用地取得事業債 
（板橋三丁目･赤塚六丁目地内） 

６０.０００ ７年 ０.０７３ ８６.１０４ 

公共用地先行取得事業債 
（上板橋第二･第四小、稲荷台小） 

１８０.０００ ７年 ０.０７３  

公園用地取得事業債 
（舟渡３丁目･坂下３丁目地内） 

８０.０００ ７年 ０.０７３  

S45 
 

高島第一小新築事業債 １１.０００ ２５年 ０．０６５ １５６.４７５ 

＊ 各年度における「起債事業許可事業」は登録文書（抜粋）から抽出した。  
＊ 「起債許可」（自治省）が年度末（３月３１日）に出されるため、実際の起債は

翌年度に発行している。 
＊  【参考】平成１９年度末現在 未償還額     

平成１９年度一般会計（当初） 
元金 約５５.３００.０００千円 歳出合計 
 利子 約 ６.０００.０００千円       １６４.７２０.０００千円 
    計６１.３００.０００千円   
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